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１．はじめに
　独立行政法人日本原子力研究開発機構では、幌延深地層研究計画として北海道北部に位置する幌延町において堆積

岩を対象とした地下研究施設の建設及び調査研究を実施している。この計画の一環として実施している遠隔監視システ
ムの開発では、ACROSS（Accurately Controlled Routinely Operated Signal System：熊澤ほか, 2000）を地質環境モニタリ
ング技術として応用するため、幌延町北進地区に電磁及び弾性波ACROSS送受信装置を設置し、地下研究施設の建設前、
建設中及び建設後における電磁波及び弾性波の観測を通じてモニタリングシステムの構築を進めることとしている。

２．地層処分における地質環境モニタリング
高レベル放射性廃棄物の地層処分における地質環境のモニタリングは、従来から処分場閉鎖後の制度的管理の一つと

して議論されてきた。ここで廃棄物管理の方策については、不明確な将来に対して安定した社会構造や技術の進展を前
提としてはならず、人間が関与する能動的（active）な管理（control）に依存しない受動的（passive）に安全な状態を残
すことを目指すべきであるとされている（IAEA, 1995）。しかしながら、処分場の安全性を確保するためには、事前のサ
イト特性調査で予測される地下水の流動や地球化学特性、岩盤の力学特性などの地質環境条件が、処分場の建設や操業、
あるいは天然現象による擾乱によって変動しても、その幅が設定された設計条件の範囲内にあることに関し、処分場の
管理を通じて適切に確認することが重要であるとされている（原子力委員会, 1997）。また、社会的要請により処分場閉
鎖後においてもモニタリングを継続することが有り得るとも考えられている（IAEA, 2001）。そのため、これまでの物理
探査技術に比べてより高分解能な地下構造の把握及び地下施設建設に伴う岩盤物性や水理場の時間変動を推定すること
が可能なモニタリング技術の構築を目指して、ACROSSによる遠隔監視システムの開発を進めており、これまでに弾性
波及び電磁 ACROSS送受信点の設置し観測を開始した。

３．送受信点の配置
　弾性波及び電磁 ACROSSの送信点は、モニタリングの対象とする地下研究施設の近傍に設置し、受信点は地下研究

施設を挟んで 1－ 2 km離れた地点に配置した。このうち電磁 ACROSSの受信点は、送信点から見てほぼ直線状に 3点
を配置した。また、弾性波 ACROSSの受信点は、三成分地震計 10台により構成される L 字型アレイを 3点配置した。
これらの配置は、同領域における既存の MT 法電磁探査や反射法地震探査などにより取得されたデータを基にノイズ評
価を行った結果を考慮して決定した。

４．試験観測
　弾性波 ACROSSによる観測は 2005年 12月から開始した。信号の送信にあたっては、偏心質量を回転させることに

よって力を発生させる送信装置（國友・熊澤, 2004）を用い、周波数変調による信号の送信を行っている。各受信点で得
られた信号について 100秒毎のスタッキングを行うことにより周波数スペクトルを求めた結果、送信された周波数にお
いて、それ以外の周波数に比べて高い振幅が得られ、信号の受信が確認された。
　一方、電磁 ACROSSによる観測は 2004年 12月から開始し、計 2組の送信電極を用いて、互いに重複しない周波数

の信号を送信している。各受信点で得られた信号についてスペクトルを求め、送信点から約 2 kmの範囲内において高い
SN比でテンソル伝達関数が取得できていることが確認された。
　今後は、地下施設の建設に伴い想定される周辺地質環境の変化に対する ACROSS応答特性の検討を行いつつ、デー

タ処理・解析技術の高度化を図る。
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